当事者能力について--法人でない社団における当事者適格との統合についての一小論-- by 小池 順一



































































































































































































































































































































































































決利益説の提唱―」法学研究 83 巻１号（2010 年）461 頁（第一論文）、同「当事者
概念試論」法政論集第 43 巻第 3・4 合併号（2016 年）180 頁（第二論文）など。
　　当事者及び当事者適格などの領域に関しては、松原弘信「民事訴訟法における当
事者概念の成立とその展開（1）～（4・完）－ドイツにおける学説の変遷を中心に」 熊
本法学 51 号 97 頁以下、52 号 33 頁以下、54 号 59 頁以下、55 号 25 頁以下（1987
年～ 1988 年）、同「当事者論における当事者概念 ―『当事者総論』構築への１考
察」民訴雑誌 53 号（2007 年）1 頁以下、同「当事者論における当事者権の研究序説」
熊本法学 122 号（2011 年）31 頁以下、同「当事者適格概念の理論的基礎と同概念
不要説の批判的検討」熊本ロージャーナル 12 号（2016 年）1 頁などの松原教授の
一連の研究がある。





















本評論社、2007 年）29 頁、川嶋四郎『民事訴訟法』（日本評論社、2013 年）51 頁同旨。
　　坂田 宏（報告）「当事者能力に関する一考察 ―非法人の社団の当事者能力に関す

















関係」民商法雑誌 93 巻 50 周年記念 II（1986 年）73 頁。
⑼　名津井・前掲注（5）5 頁は、これを当事者能力と当事者適格の交錯とする。福永・
前掲注（4）88 頁も、同様に交錯という用語を使用し、民事訴訟法 29 条の判断基準
について、考察している。訴訟担当構成に関する議論については、名津井吉裕「法
























⒃　最判昭和 39 年 10 月 15 日民集 18 巻 8 号 1671 頁。
⒄　上記の分類は、伊藤・前掲注（4）19 頁以下、40 頁、特に 67 頁は、金銭支払請求
訴訟における被告側の財産的独立性について、問題提起する。
　　民法との関係、民事訴訟法理論の進展状況については、山本 弘「法人でない社


















　　名津井吉裕 「民法上の組合の当事者能力」『民事訴訟法判例百選 ［第 4 版］』（2010
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